
動物医薬品検査所長殿

2 8消安第 26 1 2号

平成 28年 9月30日

消費・安全局畜水産安全管理課長

「動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて」及び「動物薬事事務

の取扱いについて」の一部改正について

このことについて、別添のとおり、 l都道府県動物薬事主務部長並びに公益社団法人

日本動物用医薬品協会理事長及び一般社団法人全国動物薬品器材協会理事長に通知し

ましたので、お知らせします。
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各都道府県動物薬事主務部長殿

国

2 8消安第 26 1 2号

平成28年 9月30日

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

「動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて」及び「動物薬事事務

の取扱いについて」の一部改正について

動物用医薬品等取締規則等の一部を改正する省令（平成28年農林水産省令第65号）

が、本日付けで公布され、一部の条項を除き本日付けで施行されました。

また、動物用医薬品等の承認審査等手続については、今般、承認審査等手続を農林

水産省、内閣府食品安全委員会及び厚生労働省で並行的に実施することについて3府
省関での必要な調整が終了したところです。

これらを踏まえ、「動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて」（平成20年3

月28日付け19消安第15420号農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長通知）及び

「動物薬事事務の取扱いについて」（平成26年11月初日付け26消安第4184号農林水産

省消費・安全局畜水産安全管理課長通知）を別添1及び別添2のとおり本日付けで改

正しましたので、貴管轄下の動物用医薬品又は動物用医療機器の製造販売業者等の関

係者に周知方よろしくお願いします。

なお、別紙のとおり、公益社団法人日本動物用医薬品協会理事長及び一般社団法人

全国動物薬品器材協会理事長に通知したととを申し添えます。
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（別添1)

動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて（平成20年3月28日付け19￥肖安第15420号

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長通知）新旧対照表

（下線の部分は改正部分）

改正（案） 現行

（別紙1) （別紙1)

4 申請動物用医薬品に関するヒアリング及 4 申請動物用医薬品に関するヒアリング及

び指摘
． 

び指摘

(2) ヒアリング後の指摘対応等 (2) ヒアリング後の指摘対応等

ア 動物医薬品検査所は、ヒアリング後、 ア 動物医薬品検査所は、ヒアリング後、

申請資料の信頼性基準適合性調査（動物 申請資料の信頼性基準適合性調査（動物

用医薬品等取締規則（平成十六年農林水 用医薬品等取締規則（平成十六年農林水

産省令第百七号。以下「規則Jという。） 産省令第百七号。）第二十九条第一項、

第二十九条第一項、第九十一条の二十八 第九十一条の二十八第一項及び第九十一

第一項及び第九十一条の百八第一項に規 条の百八第一項に規定する基準、 GLP 

定する基準、 GL P省令、 GC P省令及 省令、 GC P省令及びGPS P省令で定

びGPS P省令で定める基準に対する適 める基準に対する適合性調査をいう。）

合性調査をいう。）及びGM P省令に関 及びGMP省令に関する適合性調査を速

する適合性調査を速やかに実施する。（以 やかに実施する。（以下略）

下略）

イ～オ （略） イ～オ （略）

6 食品安全委員会及び厚生労働大臣への意 6 食品安全委員会及び厚生労働大臣への意

見の聴取 克の聴取

畜水産安全管理課は、承認申請書及び承 畜水産安全管理課は、食品安全委員会（以

認申請書添付資料において、食品安全委員 下「食安委Jという。）への食品健康影響評

会（以下「食安委」という。）が食品健康影 価に関する意見の聴取、並びに厚生労働大

響評価を行うに当たって必要な毒性に関す 臣への残留性の程度に係る意見の聴取及び

る資料及び厚生労働省（以下「厚労省」と 動物用医薬品及び医薬品の使用の規制に関

いう。）が残留性の程度に関する検討を行う する省令の改正等に関する意見の聴取を、

に当たって必要な残留性に関する資料が整 原則として、調査会の審議が終？した品目

備されたと判断される品目について、食安 について実施する。

委への食品健康影響評価に関する意見の聴 なお、化学合成品を有効成分とし、食安

取及び厚生労働大臣への残留性の程度に係 委が食品健康影響評価を行うに当たって必

る意見の聴取を行う。なお、動物用医薬品 要な毒性に関する資料が整備された品目に

及び医薬品の使用の規制に関する省令の改 ついては、調査会の審議終了前に食安委及

ー
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正等に係る厚生労働大臣への意見の聴取は、

原則として調査会の審議が終了した品目に

ついて実施する。

また、星堂堂が、輸入食品等の安全性確

保の観点から、自ら資料を提出して食安委

に一日摂取許容量（ADI）の設定に関す

る意見の聴取を行い、また、薬食審議会食

品衛生分科会に残留基準（MRL）設定に

関する意見の聴取を行うことがある。この

ような場合、畜水産安全管理課は、これら

の審議状況を把握し、その後に実施する動

物用医薬品の承認審査事務の参考とする。

び厚生労働大臣へ意見の聴取を行うことも

可能とする。

また、星主主盤宣が、輸入食品等の安全

性確保の観点から、自ら資料を提出して食

安委に一日摂取許容量（ADI）の設定に

関する意見の聴取を行い、また、薬食審議

会食品衛生分科会に残留基準（MRL）設

定に関する意見の聴取を行うことがある。

このような場合、畜水産安全管理課は、こ

れらの審議状況を把握し、その後に実施す

る動物用医薬品の承認審査事務の参考とす

る。

7 薬食審議会の審議又は事務局審査の終了17 薬食審議会の審議又は事務局審査の終了

後の処理 ｜ 後の処理

( 1) 承認に伴う省令・告示改正手続き 1 ・ ( 1) 

（前略）ただし、金主蓋及び厚生労働 （前略）ただし、食品安全委員会及び

厚生労働大臣への意見の聴取が必要な品大臣への意見の聴取が必要な品目につい

ては、当該答申を受けてから、承認の決

裁事務手続きに着手する。

（別紙2)

2 審査事務局からの指摘への対応

承認に伴う省令・告示改正手続き

自については、当該答申を受けてから、

承認の決裁事務手続きに着手する。

（別紙2)

2 審査事務局からの指摘への対応

( 1）別紙lの4の（2）のウで提示されたIc 1 l別紙1の4の（2）のウで提示された
指摘事項の様式の回答欄に、明確な根拠、｜ 指摘事項の様式の回答欄に、明確な根l拠、

理由等を付して文書により回答し、必要

に応じて追加資料を添付する。指摘事項

が理解できない又は妥当とは考えられな

い等の場合には、別紙1の4の（2 ）の

エにより、当該指摘事項の内容二盤量を

十分に理解した上で回答を作成すること。

また、回答の作成に長時間を要する場合

には、少なくとも 1年に1回は、検討の

状況を審査調整課に連絡すること。

なお、調査会審議品目については、調

査会用資料の提出日までに申請書等の関

係書類全体を整備すること。

O
F
U
 

理由等を付して文書により回答し、必要

に応じて追加資料を添付する。指摘事項

が理解できない又は妥当とは考えられな

い等の場合には、別紙lの4の（2）の

工により、当該指摘事項の内容を十分に

理解した上で回答を作成すること。

なお、調査会審議品目については、調

査会用資料の提出日までに申請書等の関

係書類全体を整備すること。
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( 2）別紙1の4の（4）のイの指摘・回答 ( 2）別紙lの4の（4）のイの指摘・回答
資料の追加又は再指摘部分に対する回答 資料の追加文は再指摘部分に対する回答

を根拠等を付して文書により追加回答し、 を根拠等を付して文書により追加回答し、

必要に応じ追加資料を添付すること。 必要に応じ追加資料を添付すること。

また、再指摘等への対応が不要と考え また、再指摘等への対応が不要と考え

る場合には、その理由・根拠を明確にし る場合には、その理由・根拠を明確にし

た上で文書により回答し、必要に応じ追 た上で文書により回答し、必要に応じ追

加資料を添付すること。 加資料を添付するとと。

なお、これらの回答の作成に長時間を

要する場合には、少なくともl年に1回

は、検討の状況を審査調整課に連絡する

こと。

4 承認審査等事務の円滑な遂行に対する協 4 承認審査等事務の円滑な遂行に対する協

カ 力

( 2）標準処理期間については、申請者にお ( 2）標準処理期間については、申請者にお

いて作業が行われる提出書類の不備の補 いて作業が行われる提出書類の不備の補

正に要する期間、事務局からの照会事項 正に要する期間、事務局からの照会事項

に対して申請者から回答がなされるまで に対して申請者から回答がなされるまで

の期間ι審議会における指摘事項に対し の期間孟IE.審議会における指摘事項に対
て回答がされるまでの期間及び規則第26 して回答がされるまでの期間は含まれな

条第6項（第91条第1項において準用す いことを認識し、承認申請関係書類に不

る場合を含む。）の規定に基づき第26条 備がないように、また、照会及び指摘が

第l項第1号チの臨床試験の試験成績に 繰り返し行われることがないように努め

関する資担を承認、申請後に提出する場合 るとと。

において、当該資料以外の資料について

の当局の審査が終了した時点から臨床試

験の試験成績に関する資料の提出がなさ

れるまでの期間は含まれないことを認識

し、承認申請関係書類に不備がないよう

に、また、照会及び指摘が繰り返し行わ

れることがないように努めること。

（別添2) （別添2)

別紙1参照 別紙2参照

ntυ 
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申請者

改正後

（別紙1) 

動物用医薬品の承認審査等事務手続の流れ別添2

し｜｜動物医薬品検査所｜｜ i II畜水産安全管理課｜｜
承認申請書、添付資料
…品 里童呈並

立
審査開始

申請状況の共有

喝事z物診 申請状況の管理 l桝
［
什
八
V

承

[ ;s?E!i:!J 1 
事務局審査・調査

審査状況の共有

タ傘苧z場b ｜審査状況の管理｜

ヒアリング I （申請書類接受後、2か月以内を目途）
指摘事項・回答 ｜〔調査会審機品目は原則として2固〕

単語雪議室主韓三／［：襲撃空鴻鞭）

部 会

食品安全委員会
及び
厚生労働省
への意見聴取

指摘事項等
F省聞での損
~ 

審議状況の共有

品［：~ti：~l 

薬事・食品
衛生審議会
への諮問

j（審議会審議品目）（事務局審査品目）

i提出川
｜指摘等に応じて、申請資料の整備｜亭~川

三議議統制職難総長

調査会

分科会

♀ 
' ; I 及び

審議会審議又は事務局審査終了 I I 回答の共有 ｜ 厚生労働省
［ ’ 頃，ム………一一｜ からの回答

u改正状況の共有｜省令等｜〆ー__fl
指摘等に応じて申請資料の整備レ，，，~弘，，，，，争け ~Iの改引Lー」

承認指令書の受領 l特＝付園田岡J:=:.1承認状問理
製造販売開始 製造・品質管理

安全情報の調査
各種報告等



E支正前
（見I］紙2)

別添2

動物用医薬品の承認審査等事務手続の流れ

｜｜動物医薬品検査所｜｜； ｜｜畜水産安全管理標｜｜

圧亙
提出 毎月情報収集・提供

里童聖呈出 -«'22豆一……γ……”~申請状況の管理｜

一一旦＇.：..＿＿＿＿＿＿＿＿ i ｜薬食審への諮問｜

｜審査実姻 I I 
! Iヒアリングが必要な場合、ヒアリング資料 I= I 
H受理後2か月以内を目途に実施 J: • 

」且 相同抽担i盤町 ... 

指摘凶回答のやりとり ~キ~事務局の審査状況の管理｜
（薬食審の審議品目については、原則2回） ; . . 

..... i ..... I I I 
指摘事項を踏まえた申請Ii ｜申請資料の整備を指示｜ i I I 
資料の整備 Ii ・I ! • ・
zιァベ？・食ザ生審ヂ｜一「1 担率製 --' . 薬食審の審縁状況の｜｜調査会の審議が終了し剖

情報収集 H品目についで、食品安全事
項

承認指令書

一一一一一一一－－J

｜承認の事務手続き開始｜

送付等 ~ 
｜家翻

委員会及び厚生労働省
に意見の聴取

必要に応じて省令改正
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動物薬事事務の取扱いについて（平成26年11月初日付け26消安第4184号農林水産省

消費・安全局畜水産安全管理課長通知）新旧対照表

改正（案）

分

一

五

持

団

－

暗

澗

改一

T
は

寸品目一

T
J

闘岨

分

一

許

治

部

一

ひ

の

一

忍

及

線
一
－
工
承
価

下一

f
一
の
評

（
－
現
一
等
績

－
品
成

薬

用
医

使

司

、

物

価

動

評

項
再

事

噌

i第第1 （略）

5 （略）

( 1) （略）

( 2) （略）

5 動物用医薬品等の治験の取扱い

( 1）動物用医薬品の臨床試験の実施の基準

に関する省令（平成9年農林水産省令第7

5号。以下「医薬品GCP省令」という。）第

7章、動物用医療機器の臨床試験の実

施の基準に関する省令（平成17年農林水

産省令第32号。以下「医療機器GCP省令」

という。）第7章又は動物用再生医療等

製品の臨床試験の実施の基準に関する

省令（平成26年農林水産省令第61号。

以下「再生医療等製品GCP省令」とい

う。）第7章に規定される治験の依頼

等の基準は、性能、効能又は効果の追

加を目的とした治験等、規則第208条、

第2I 1条及び第212条の 2の規定によ

り治験の計画の届出を要する治験以外

の治験についても適用されるものであ

る。

( 2 ）治験の依頼をしようとする者が、自

らが雇用する獣医師等に治験を行わせ

る場合（ただし、治験の依頼をしようとす

る者の管理する施設で、治験の依頼をし

ようとする者自らが所有する動物を使

用する場合を除く。）であっても、規則

第206条から第212条の3までの規定及び

医薬品GCP省令、医療機器GCP省令又は再

生医療等製品GCP省令の規定が適用され



るものであり、この場合の治験の依頼先

は、当該治験を行う獣医師等とするもの

とする。、

( 3）規則第別条第1号中「有効成分又は効Ic 3）規岨峰虫「有効成分又は効能若
能若しくは効果の対象となる動物」主旦

使用に係る動物の肉、乳その他の生産物

が食用に供するために出荷される場合に

あっては、有効成分、効能若しくは効果

の対象となる動物又は用法若しくは用量）

が異なる薬物」のうち有効成分が異なる

薬物とは、生物学的製剤のワクチン及び

診断液の場合は菌（ウイルス）株が異な

るものをいう（ただし、動物、医薬品検査

所長が動物医薬品検査所で実施された試

験検査成績に基づき、既に承認されてい

るもの（再審査が終了しているものであっ

て、不活化のものに限る。）と菌（ウイル

ス）株及び抗原性は異なるが、生物学

的本質、組成、用法、用量、効能及び

効果が同等と判断されたもの、並びに

既に承認されているものと菌（ウイル

ス）株は異なるが、生物学的本質、組

成、用法、用量、効能、効果及び菌（ウ

イルス）株の性状が同等と判断された

ものを除く。）。

また、規則第211条第1号中「盤些ι

構造及び寸法、原料及び材料、性能若し

くは効果又は使用方法が明らかに異なる

機械器具等」とは、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律第2条第5項から第7項までの

規定により農林水産大臣が指定する高度

管理医療機器、管理医療機器及び一般医

療機器（平成16年12月24日農林水産省告

示第2217号）に掲げられている一般的

名称のいずれにも明らかに属さないと考

えられるものをいう。

(.121-下略J

。，u

しくは効果の対象となる動物が異なる薬

物」のうち有効成分が異なる薬物とは、

生物学的製剤のワクチン及び診断液の場

合は菌（ウイルス）株が異なるものをい

う（ただし、動物医薬品検査所長が動物

医薬品検査所で実施された試験検査成績

に基づき、既に承認されているもの（再

審査が終了しているものであって、不活化

のものに限る。）と菌（ウイルス）株及び

抗原性は異なるが、生物学的本質、組

成、用法、用量、効能及び効果が同等

と判断されたもの、並びに既に承認さ

れているものと菌（ウイルス）株は異

なるが、生物学的本質、組成、用法、

用量、効能、効果及び菌（ウイルス）

株の性状が同等と判断されたものを除

く。）。

また、規則重弘よ生虫「盤造ι止盤笠

が明らかに異なる機械器具等」とは、

医薬品、医療機器等の品質、有効性及びz

安全性の確保等に関する法律第2条第5

項から第7項までの規定により農林水産

大臣が指定する高度管理医療機器、管理

医療機器及び一般医療機器（平成16年12

月24日農林水産省告示第2217号）に掲

げられている一般的名称のいずれにも

明らかに属さないと考えられるものをい

つ。

なお、規則第212条の2の規定により、治



(4) （略）

( 5）治験依頼者は、原則として、承認申請

に係る治験の終了後、当該治験に係る動

物用医薬品等の製造販売の承認申請を

行うものとする。ただし、規則第26条第

6項（第91条第1項において準用する場

合を含む。）の規定により当該治験に係

る臨床試験の試験成績に関する資料を医

薬品の製造販売の承認申請（承認事項の

一部変更の承認申請を章む。）の後に提

出しようとする場合は、この限りでない。

( 6 ）治験の依頼をしようとする者又は自ら

治験を実施しようとする者が法第80条の

2第2項の規定に基づき治験の計画を届

け出る場合であって、既に（5）ただし

書に規定する承認申請を行っている場合

は、規則第206条の規定による治験計画

n《
υ

験の計画の届出が必要な加工細胞等（人若し

くは動物の細胞に培養その他の加工を施した

もの又は人若しくは動物の細胞に導入され、

これらの体内で発現する遺伝子を含有するも

のをいう。）は、再生医療等製品になること

が慰みまれる加工細胞等全てである。

(4）治験の依頼をしようとする者は、治験

の計画の届出を要する被験薬、被験機器

及び被験製品についての治験を実施機関

以外の場所を利用して行う場合には、規

則第206条（規則第212条及び第212条の3

において準用する場合を含む。）の規定

による治験計画届出書の参考事項欄に治

験実施場所及びその所在地を記載する

ものとする。また、自ら治験を実施しよう

とする者が当該者が属する施設と異なる

施設で治験を実施する場合も同様とす

る。

なお、動物医薬品検査所は、治験計画

届出書を受理したときは、必要に応じ

て、治験実施場所を管轄する都道府県に

対して、その要旨を連絡することとする。

( 5）治験依頼者は、原則として、承認申請

に係る治験の終了後、当該治験に係る動

物用医薬品等の製造販売の承認申請を

行うものとする。

（新設）



届出書の参考事項欄に動物医薬品検査所

長が定める事項を記載すること。

( 7）規則第208条に定める薬物及び第211条 （新設）

に定める機械器具等を対象とする法第80

条の2第2項の規定に基づく治験の計画

の届出に係る法第80条の2第3項に規定

する保健衛生上の危害の発生を防止する

ために行う調査は、原則として、当該薬

物又は機械器具等を使用する動物に対す

る安全性及び当該動物の生産物の安全性

の確保のための措置の妥当性について行

うものとする。

( 8）医薬品GCP省令第14条及び第43条並び （新設）

に医療機器GCP省令第14条及び第43条の

規定に基づく生産物の安全性の確保のた

めの措置に当たって、当該治験に係る薬

物の休薬期間を設定する場合は、薬物の

分類に応じて定める次の期間以上の期間

を設定すること。

z 食品衛生法（昭和22年法律第223
号。以下「食衛法」という。）第lI 

条第3項ただし書の規定の食品中に

残留する量の限度についての規格が

定められている物質を有効成分とす

る薬物（エに定めるものを除く。）

当該薬物に係る残留性に関する試

験の結果等から、当該薬物を使用し

た動物の可食組織中における当該物

質（規格により残留の規制対象とす

る物質が定められている場合はその

物質。）の量が規格で定められた量

の限度を超えなくなるまでの期間

ニL 食衛法第ll条第3項の規定により
人の健康を損なうおそれのないこと

が明らかであるものとして厚生労働

大臣が定める物質を有効成分とする

薬物 0日

立生物学的製剤のうちワクチン 。

-4 -



エ

日（ただし、アジュバントを含有す

るワクチンについては、食品安全委

員会において、動物用ワクチンの添

加剤として使用される限りにおい

て、人への健康影響は無視できると

考えられるとされた成分（含有量の

上限が指定されている場合はその量

を超えないもの。以下「評価済み成

盆」という。）のみを添加剤として

使用するワクチンに限る（評価済み

成分でない成分を添加剤として使用

している場合、治験の実施までに食

品安全委員会の評価を受け、その結

果を踏まえて判断する必要があ

る。）。また、注射反応を考慮した「と

畜場法施行規則の一部を改正する省

令等の施行について」（昭和47年6

月20日付け環乳第52号厚生省環境衛

生局乳肉衛生課長通知）に基づく厚

生労働省の指導を踏まえ、生物学的

製剤を注射後20日以内の家畜は食用

に供するための出荷を控える必要が

あることに留意すること。）

自然に食品に含まれる物質と同一

の物質を有効成分とする薬物 当該

薬物に係る残留性に関する試験の結

果等から、当該薬物を使用した動物

の組織中において当該動物に当該物

質（その物質が化学的に変化して生

成した物質を含む。）が通常含まれ

る量を超えなくなるまでの期間（通

常含まれる量をもって人の健康を損

なうおそれのある物質を除く。）

アの規格が定められていない物質

のうち、抗菌性物質を有効成分とす

る薬物 当該薬物に係る残留性に関

する試験の結果等から、当該薬物を

使用した動物の組織中において当該

主

phυ 



物質（その物質が化学的に変化して

生成した物質を含む。）が検出され

なくなるまでの期間

主アの規格が定められていない物質

のうち、抗菌性物質以外の物質を有

効成分とする薬物 当該薬物に係る

残留性に関する試験の結果等から、

当該薬物を使用した動物の可食組織

中において当該物質（その物質が化

学的に変化して生成した物質を含

む。）が検出されなくなるまでの期

間（ただし（9）に定める要件のい

ずれかを満たす物質については、当

該薬物を使用した動物の可食組織中

における当該物質の量が食衛法第lI 

条第3項の規定により人の健康を損

なうおそれのない量とレて厚生労働

大臣が定める量を超えなくなるまで

の期間）

( 9) 

エ
( 8）のカの要件は次のとおり。

皇内閣府食品安全委員会、霊園際機

関 CFAO/¥VHO合同食品添加物専門家会

議 CJECFA）、 FAO/¥VHO合同残留農薬専

門家会議 CJMPR）等）、③内閣府食品

安全委員会以外の園内公的機関又は盛

主要国・地域（米国、 EU、豪州、カナ

ダ又はーュージーランド）においてー

日摂取許容量（ADI)が定められてお

り、かつ当該ADIが0.03 IL g/kg:体重／日

以上であること。なお、卑から盛にお

いて定められたADIが異なる場合は、

岳、室、岳、己主の順に従って判断に用

いる。また、豊、R又は盛のそれぞれ

の中で複数のADIが定められている場

合には最も小さいADIを判断に用いる。

.:i. アのいずれの機関等においてもADIが
定められていない場合において、 ill国
際機関又は室主要国・地域においてO

（新設）



2・

0 I 1212m以上の食品中の残留基準が定め

られているとと。なお、卑及び＠で定

められた残留基準が異なる場合は、 ill
の残留基準を判断に用いる。また、豊

又は＠のそれぞれの中で複数の残留基

準が定められている場合には最も小さ

い残留基準を判断に用いる。

-7 -



国

公益社団法人 日本動物用医薬品協会理事長殿

一般社団法人全国動物薬品器材協会理事長殿

2 8消安第 26 1 2号

平成28年 9月30日

農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長

「動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて」及び「動物薬事事務

の取扱いについて」の一部改正について

動物用医薬品等取締規則等の一部を改正する省令（平成28年農林水産省令第65号）

が、本日付けで公布され、一部の条項を除き本日付けで施行されました。

また、動物用医薬品等の承認審査等手続については、今般、承認審査等手続を農林

水産省、内閣府食品安全委員会及び厚生労働省で並行的に実施する乙とについて3府

省間での必要な調整が終了したととろです。

これらを踏まえ、「動物用医薬品等の承認審査等事務手続きについて」（平成20年3

月28日付け19消安第15420号農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長通知）及び

「動物薬事事務の取扱いについて」（平成26年tl月25日付け26消安第4184号農林水産

省消費・安全局畜水産安全管理課長通知）を別添1及び別添2のとおり本日付けで改

正しましたので、貴会会員への周知方よろしくお願いします。




